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令和４年度当初予算（骨格予算）主要事業一覧表 【計４１事業】

事業概要 ページ
予算額
（千円）

債務負担
行為（千円）

区分 担当課

基本的な施策 ３５事業

　政策１　市民・自治 ２事業

　ヴェローナ市姉妹都市交流30周年記念事業
イタリア・ヴェローナ市との姉妹都市交流30周年を迎えるに
あたり記念事業等を実施

1 5,389 新規 市民活躍課

　生活相談窓口設置事業
地域づくり協議会に困りごと相談ができる機能を設置し、地
域での見守り活動を促進

2 600 市民活躍課

　政策２　教育・文化 ４事業

　湖国フィールドミュージアム推進事業
湖国フィールドミュージアム・長浜地域計画の中核文化観光
拠点施設の展示魅力増進、一元的な情報発信

3 23,290 新規
歴史遺産課
観光振興課

　小・中学校校舎等長寿命化改修事業
計画的に予防保全型の長寿命化対策を進める大規模改修
及び部位修繕の実施設計

4 132,400 拡充 教育総務課

　学校ICT活用推進事業
ICTを活用した学びの充実を図るため、学習用端末に授業支
援ソフト及びAI型教材、校務支援システムを導入

5 38,538 拡充 教育改革推進室

　滋賀国スポ・障スポ大会開催準備事業
第79回国民スポーツ大会・第24回全国障害者スポーツ大会
の開催に向けた準備委員会、実行委員会の設立・運営

6 3,000 拡充 スポーツ振興課

　政策３　健康・福祉 １０事業

　子ども医療費助成事業
子育て家庭に経済的な安心感を広げるため、医療費助成制
度を令和4年10月から拡充

7 70,522 拡充 保険年金課

　小児救急医療体制確保支援事業
子ども医療費拡充に伴い、小児救急体制を確保するための
補助制度創設

8 6,547 新規 地域医療課

　民間放課後児童クラブ参入促進事業
民間放課後児童クラブ参入促進に向けた家賃や土地貸借料
の補助

9 6,000 子育て支援課

　保育人材確保対策事業 保育士の奨学金返還支援、居住支援、再就職定着応援 10 9,972 幼児課

　市民で支える小学校給食費補助事業 小学校給食費の補助 11 245,935 すこやか教育推進課

　重層的支援体制整備事業
地域共生社会実現に向けた志でつながる支えあいの地域づ
くりや多機関協働包括的支援体制構築

12 27,068 拡充 社会福祉課

　高齢者地域生活支援事業
高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を送れるよう、エア
コン設置補助、スマホ講座等の開始

13 2,500 拡充 高齢福祉介護課

　避難支援・見守り支え合い事業
避難時に支援が必要な要配慮者に関して、地域と市で情報
共有を進める取組を強化

14 1,461 拡充 高齢福祉介護課

　認知症高齢者等おでかけあんしん保険事業
認知症のある人が第三者に対して法律上の損害賠償責任を
負った場合、これを補償する保険に市が加入

15 640 新規 高齢福祉介護課

　医療的ケア児等コーディネーター配置事業
医療的ケア児等の受入体制強化、地域生活支援の向上を
図るコーディネーターを配置

16 2,565 新規 しょうがい福祉課

　政策４　産業・交流 ８事業

　ながはまチャレンジ＆イノベーション応援事業
中小企業者が行う商品・サービスの付加価値向上や生産性
向上の取組、成長産業分野の事業拡大に対し支援

17
12,000

（R4～R5）
拡充 商工振興課

　観音の里・祈りとくらしの文化伝承事業
東京観音堂設置による観音文化保存伝承の支援者獲得、
観音拝観受入強化に向けた案内・拝観手配強化

18 18,756 拡充 歴史遺産課

　企業立地促進事業
自ら工場を新増設する事業者や、小谷城SIC周辺産業誘導
地区で市内農家の経営安定化に資する企業を支援

19 200,000 新規
商工振興課
農林政策課

　女性農業者活躍推進事業
女性の地域農業への参画を推進するため、女性農業者組織
の活動を支援

20 150 新規 農林政策課

　経営継承・発展等支援事業
地域の農地利用等を担う経営体を確保するため、担い手か
ら経営を継承し、発展させるための取組に対して支援

21 2,000 新規 農業振興課

　　

事業名



事業概要 ページ
予算額
（千円）

債務負担
行為（千円）

区分 担当課

　長浜ファンを増やすふるさと寄附の充実 ふるさと寄附の返礼品の充実やPRの強化 22 142,818 拡充 政策デザイン課

　自然と森に親しむ体験交流・保全事業
地域資源を活用した体験交流イベント開催など、地域のブラ
ンド化や交流人口の増加、自然環境教育の推進

23 8,802 拡充 森林田園整備課

　地域おこし協力隊事業
地域外の人材の受け入れ、地域協力活動を行ってもらい、
定住・定住を図る地域おこし協力隊事業の推進

24 53,683 拡充
政策デザイン課
市民活躍課
まちづくり推進課

　政策５　安心・安全 １事業

　安全・安心のまちづくり推進事業
交通安全や犯罪防止等の地域課題解決に向けた「安全・安
心のまちづくり推進事業交付金」制度による支援

25 10,047 市民活躍課

　政策６　環境・都市 １０事業

　太陽光発電システム設置促進事業
既存の太陽光発電及び蓄電池に加え、HEMSを補助対象に
追加し、太陽光発電システム等の設置を支援

26 20,000 拡充 環境保全課

　田村駅周辺整備事業
駅前広場（東口）、駐車場、アクセス道路の整備を進める用
地買収、暗渠工事、設計業務

27 89,194 拡充 都市計画課

　豊公園再整備事業
豊公園の玄関口「森と憩いのゾーン」の敷地造成、電気設備
整備、建築設計

28 64,200 都市計画課

　土地区画整理事業
室町土地区画整理組合事業について、市が実施すべき公共
工事を組合工事と合わせて一括施工する負担

29
193,000

（R4～R6）
新規 都市計画課

　木之本宿道路整備事業
地域振興並びに活性化の推進を図る安全対策や美装化等
の道路整備の実施

30 85,000 拡充 建設課

　（仮称）神田スマートインターチェンジ整備事業
国による新規事業化の認定に向けた実施計画書等の作成、
土質調査の実施

31 29,000 新規 道路河川課

　大戌亥山階線整備事業
大戌亥山階線（大辰巳町地先～宮司町地先）の整備に係る
物件移転補償、用地購入等

32 110,568 新規 道路河川課

　地福寺神照線整備事業
地福寺神照線（駅前通り～市道南田附神前線）の整備に係
る物件移転補償、道路整備工事等

33 169,068
58,100
（R5）

道路河川課

　北部地域の魅力発信事業
北部地域の資源を活用した住民主体の地域活性化、魅力発
信

34 3,204 まちづくり推進課

　地域整備及び地域振興事業
丹生ダム建設事業の中止に伴う余呉地域の道路修繕・改良
事業や、持続可能な振興事業の展開支援

35 63,600 建設課　丹生ダム対策室

行政デジタル化 ４事業

　市民サービスの利便性向上に関する取組

　らくらく窓口証明書交付サービスの導入
マイナンバーカードの普及促進と窓口業務効率化のため、
各支所の窓口にマルチコピー機の簡易システムを設置

36 5,040 新規 市民課

　施設利用予約のオンライン化
利用者の利便性向上と管理事務の省力化のため、スポーツ
施設等の施設利用予約（管理）システムを導入

37 16,500
47,000

（R5～R9）
新規 スポーツ振興課

　呼出機能付き番号発券システムの導入
スマホ等による窓口順番の確認及び呼出し機能を有する発
券機を導入、HP上に番号の呼び出し状況を表示

38 867 新規 市民課

　行政運営の効率化・デジタル化に関する取組

　訪問支援システム端末の導入
事務効率化やセキュリティ向上のため、生活保護業務の専
用タブレット端末を導入

39 1,064 新規 社会福祉課

民間活力導入 ２事業

　多面的機能支払交付金事業の民間委託
専門的指導や農業用施設の適正管理を図るため、多面的機
能支払交付金事業を民間委託

40 30,544
128,000

（R5～R9）
新規 森林田園整備課

　市営住宅維持管理業務の民間委託
市営住宅の管理状況改善や事務効率化のため、R５年度以
降に公営住宅の維持管理業務を民間委託

41 24
304,000

（R4～R7）
新規 住宅課

事業名



 

ヴェローナ市姉妹都市提携 30 周年記念事業 

 

１ 目  的 

姉妹都市提携３０周年記念事業を通して、イタ

リア・ヴェローナ市との関係をより強固なものと

するとともに、幅広い市民が交流できる機会を創

出し、相互理解を深めることにより、国際感覚や

多文化共生の意識向上を目指します。 

 

２ 内  容 

（１） ヴェローナ市を知る機会の提供 

ヴェローナ市のパネル展や講演会を開催し、

長浜市の姉妹都市について理解を深める機会を提供します。 

（２） 漫画と音楽で繋がる文化交流 

ヴェローナ市を舞台にしたロミオとジュリエットのアートコミック本の

日本語版を製作し、市内公共施設等に配置します。また、ヴェローナに

縁のある音楽イベントを開催します。 

（３）オンラインでの市民交流事業  

インターネットを活用してリアルタイムで市民が

ヴェローナ市民と交流できる場を提供します。 

（４）食文化の交流 

   学校給食でヴェローナ市にちなんだ献立の提供や、

市民対象のイタリア料理教室を開催し、ヴェローナ

市の食文化に触れていただきます。 

（５）青年使節団の派遣 

ヴェローナ市を訪問し、現地の青年と交流します。 

※感染症等、社会情勢の変化により、内容は変更となる場合があります。 

 

３ 予 算 額  ５，３８９千円 

（その他：２，０００千円 一財：３，３８９千円） 

      

４ 効  果 

コロナ禍における新しい形の交流を通して、地域の国際交流、姉妹都市交

流の担い手を育成します。 

 

担当：市民活躍課 多文化共生係 

課長代理 手﨑 俊之 ℡６５－８７１１ 内線８４－４３４６ 

 

（ジュリエット像） 

 

（ヴェローナの街並み） 
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生活相談窓口設置事業 

 

１ 目  的 

  人口減少や少子高齢化の進展など社会構造の変化により、地域のコミュニ

ティ機能が低下する中で、高齢者等が日々のちょっとした困りごとを気軽に

相談できる機会が減りつつあります。地域づくり協議会に相談窓口を設ける

ことで、安心して暮らせる地域づくりを進めます。 

 

 

２ 内  容 

  まちづくりセンターを拠点に活動する 

地域づくり協議会に「生活相談窓口」を 

設け、住民自身では解決できない困りご 

とを地域の中で共有した上で、地域づく 

り協議会等による生活支援サービスの提 

供や、社会福祉協議会による「暮らしの 

支えあい検討会」など適切な関係機関へ 

の情報提供を行い、地域の中で解決でき 

る体制を整えます。  

  

 

３ 予 算 額  ６００千円 （基金：６００千円） 

 

 

４ 効  果 

  地域づくり協議会が生活支援事業と 

あわせて実施することで、地域の実情 

に合ったサービスを提供することがで 

き、誰もが安心して暮らせる地域づく 

りを進めることができます。 

  また、地域づくり協議会の機能強化 

にもつながり、公共の担い手として、 

より頼れる存在となることが期待でき 

ます。 

担当：市民活躍課 ながはま市民協働センター 

所長 寺村 英二 ℡６５－６５２５ 内線８４－７３３０ 
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湖国フィールドミュージアム推進事業  

１ 目  的 

長浜市と産業団体や観光団体などで構成される協議会「湖国フィールドミ

ュージアム・長浜フォーラム」は、文化観光推進法に基づく地域計画を策定

し、令和３年５月に文化庁の認定を受けたところです。 

計画では長浜城歴史博物館、長浜市曳山博物館、長浜鉄道スクエアを中核

とする文化観光拠点施設とし、これら施設の魅力向上等の文化財を活用した

観光の振興を図ることで、地域の経済効果を高め、文化財の保存伝承に再投

資するとともに、地域が誇れる気運の醸成を目指すものです。 

 

２ 内  容 

 ○長浜城歴史博物館 

・施設所蔵品をタブレットで閲覧できるシステムを導入 

・中心市街地において観光客の回遊性を高める出張展示の実施 

○曳山博物館 

・絢爛豪華な曳山と子ども歌舞伎を迫力ある大型画面で投影 

 ○主要施設 

・インバウンドに対応する展示の多言語化 

・長浜の文化観光の魅力を一元的に発信する特設サイトの設置 

 

 

３ 予 算 額  ２３，２９０千円 

（国：１３，９７２千円 一財：９，３１８千円）  

 

４ 効  果 

本市への観光客の増加及び観光客の満足度の向上が期待でき、地域経済の

活性化が図れます。さらには、地域での文化財の末永い保存や愛着心、シビ

ックプライドの醸成につながります。 

担当：観光振興課 観光企画係 

係長 堤 昭彦 ℡６５－６５２１ 内線８４－４２３９ 

歴史遺産課 歴史まちづくり係 

 係長 加藤 浩 ℡６５－６５１０ 内線８４－４２８２ 

文化観光推進イメージ

文化資源の

魅力UP

地域経済活性

UP

・保存、修復

・専門人材確保

文化・観光・経済

の好循環
・展示魅力向上

・人の往来、

消費活動拡大

文化観光拠点施設

を中核とした

文化観光の推進
来館者・観光

客UP
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小・中学校校舎等長寿命化改修事業 

 

１ 目  的 

  建物の構造的な劣化部分を改修しつつ、時代に即した機能や性能を備える

ことで、学校施設を健全な状態で長期間使用できるよう、令和３年１月に  

策定した長浜市学校施設等長寿命化計画に基づき、既存校舎の長寿命化改修

事業を行います。 

 

２ 内  容 

  経年による外壁防水の老朽化が著しい１校の小学校の部位修繕を実施する

とともに、２校の小中学校において長寿命化改修工事に向けた実施設計業務

を実施します。 

 

（１）びわ北小学校南校舎外壁改修工事 

 （２）神照小学校長寿命化改修設計業務 

 （３）湖北中学校長寿命化改修設計業務 

 

【長寿命化改修のイメージ】 

 

（出典：文部科学省「学校施設の長寿命化改修の手引～学校のリニューアルで子供と地域を元気に！～」）  

 

３ 予 算 額  １３２，４００千円 

（基金：８４，０００千円 一財：４８，４００千円） 

 

４ 効  果 

子どもたちに安全・安心で良好な教育環境を、安定的に提供していくこと

ができます。 

担当：教育総務課 施設管理係 

係長 富岡 誠 ℡６５－８６０３ 内線８４－２５２５ 
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学校ＩＣＴ活用推進事業 

 

１ 目  的 

  学習指導要領に基づいた児童生徒の資質・能力の育成に向けて、１人１台

端末等のＩＣＴを効果的に活用した学習活動の充実を図るとともに、校務の

情報化による業務の軽減と効率化を実現することにより、教育の質の向上を

めざします。 

 

２ 内  容 

（１）ＩＣＴを活用した学びの充実 

  ① 課題の配信・回収や意見の共有等、双方向

のやり取りを可能とする授業支援ソフトを導

入し、児童生徒の多様な個性を最大限に生か

す「協働的な学び」の充実を図ります。 

  ② ＡＩによる「個別最適な学び」を実現する

デジタルドリルを導入し、児童生徒の学習意

欲の向上と基礎学力の定着を図ります。 

（２）校務の情報化の推進 

  統合型校務支援システムの運用支援を行い、一層の活用促進を図ります。 

 

３ 予 算 額  ３８，５３８千円 

（基金：２７，１２０千円 一財：１１，４１８千円） 

         内訳：授業支援ソフト    ９，５４５千円 

             ＡＩ型教材     １７，５７５千円 

             校務支援システム  １１，４１８千円 

 

４ 効  果 

ＩＣＴを効果的に活用した授業や最先端の教育  

用ソフトの導入により、児童生徒の学力・学習意

欲の向上や学びの深化・転換を図ることができま

す。 

また、システムに蓄積された児童生徒に関する

各種情報の分析や共有により、今まで以上にきめ

細やかな学習指導や生徒指導などの教育活動を実

現することができます。 

担当：教育改革推進室 学校ＩＣＴ活用推進係 

係長 長屋 光彦  ℡６５－８６０４ 内線８４－２５４１ 
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滋賀国スポ・障スポ大会開催準備事業 

 

１ 目  的 

  令和７年に滋賀県で開催される「第７９回国民スポーツ大会・第２４回全

国障害者スポーツ大会」の機運を醸成し、市民、関係団体、行政が一体とな

った大会を目指し、開催準備を進めます。 

 

２ 内  容 

  両大会の開催準備を進めるとともに、ＰＲ活動を展開します。 

 〇各種団体の参画による「長浜市大会実行委員会」の設立 

 〇市内イベントでの滋賀国スポ・障スポ大会ＰＲ活動 

 〇日本スポーツ協会による「総合視察」の対応 

 〇滋賀国スポ・障スポ大会開催記念事業の実施 

 〇令和 4 年開催県・先催県（栃木県・鹿児島県 

・佐賀県）の情報収集 

 

 

 

３ 予 算 額  ３，０００千円 （一財：３，０００千円） 

 

４ 効  果 

  市民、関係団体、行政が連携し両大会を成功させるため、一体となった開

催準備を進めることで、スポーツへの興味や関心、理解が深まり、本市の生

涯スポーツの発展が期待できます。 

 

担当：スポーツ振興課 国スポ・障スポ大会準備室 

室長 田中 正晴 ℡６５－６３０３ 内線８４－４３１６ 
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子ども医療費助成事業 

 

１ 目  的 

  子どもに係る医療費の一部を助成することにより、子育て環境及び、子ど 

もの保健の向上に寄与するとともに、経済的な負担を緩和し、児童福祉の増 

進を図ります。          

 

 

 

 

２ 内  容 

  これまで、小中学生に対する医療費助成は入院医療費に限り、保険診療自 

己負担分を申請により払い戻しする方式でした。 

令和４年１０月診療分以降は通院・入院ともに「子ども医療費受給券」の

提示により窓口負担がない「現物給付」とし、制度を拡充します。 

なお、実施にあたっては医療機関、医師会をはじめ、関係各所と充分な連

携を図り、急激な受診増により医療機関の疲弊を招かないよう、「正しい受診」

の呼び掛けを徹底していきます。 

 

 

 

３ 予 算 額  ７０，５２２千円 

（一財：７０，５２２千円） 

 

 

 

４ 効  果 

拡充により、子どもの出生から義務教育終了年齢まで 

切れ目のない助成制度となることから、子育て家庭の経 

済的な負担を緩和し、子どもの心身の健康の向上につな 

がります。 

 

担当：保険年金課 後期・年金・福祉医療係 

係長 髙畑 陽子 ℡６５－６５２７ 内線８４‐２１７３ 

小児救急電話相談

『＃８０００』 を 

活用してね！ 
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小児救急医療体制確保支援事業 

 

１ 目  的 

  令和４年１０月からの中学生までの通院医療費を無償とする子ども医療費

拡充に対応し、安心して受診できる体制を確保するため、湖北地域で唯一、

夜間の小児救急医療を担う長浜赤十字病院に対して３年間限定の緊急支援を

行います。 

 

 

２ 内  容 

 小児救急医療体制確保支援事業臨時助成金 

   ・対象 長浜赤十字病院 

   ・内容 小児救急医療事業にかかる運営経費を助成します。 

   ・予算 ６，５４７千円 

 

 

３ 予 算 額  ６，５４７千円 

（基金：６，５４７千円） 

 

 

 

 

４ 効  果 

  安心して子どもを産み育てる地域医療体制を確保し「子育て世代に選ばれ

るまち」の実現に寄与します。 

担当：地域医療課 地域医療係 

係長 石田 剛寛 ℡６５－６３０１ 内線８４－４５６１ 
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   民間放課後児童クラブ参入促進事業   

 

１ 目  的 

少子化の急速な進行により児童数が減少している一方、放課後児童クラブ

の利用ニーズは増加しています。利用ニーズの増加が著しい小学校の児童を

対象に、新規参入する民間の放課後児童クラブ運営事業者への支援を強化す

ることにより、待機児童の発生を抑制するとともに、児童が安心して過ごせ

る放課後の居場所づくりを進めます。 

 

２ 内  容 

  新規開設される民間クラブが、児童の半数以上を市の指定する小学校から

受け入れた場合に、必要となる家賃及び土地賃借料について、最長で令和６

年度まで支援します。 

 （１）補助金の額 

１，２００千円/年（上限） 

（２）補助対象小学校区 

長浜北小学校、神照小学校、南郷里小学校、長浜南小学校、 

高月小学校 

 

３ 予 算 額  ６,０００千円 （基金：６，０００千円） 

 

４ 効  果 

利用ニーズに対応した民間クラブの新規参入を支援することにより、児童

の放課後の居場所を確保し、待機児童の発生の抑制につなげます。 

 

 

 

 

 

担当：子育て支援課 放課後児童クラブ運営係 

係長 勝見 恭昌 ℡６５－６５１４ 内線８４－４１４６ 
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        保育人材確保対策事業        

 

１ 目  的 

保育の担い手となる保育士等の人材を確保することにより、待機児童の解

消につなげ、子育てを強力に応援するまちとして、安心して子育てができる

環境づくりを進めます。 

 

２ 内  容 

（１）保育士等奨学金返還支援金 

修学のために奨学金制度を利用され、市内の幼稚園・保育所・認定こど

も園に勤務される保育士等に対し、奨学金の貸与月数等に応じて支援金を

交付します。 

■貸与月数等に応じ３年間で交付 上限９６万円 

 

(２）保育士等居住支援事業補助金 

市外から転入し、市内の幼稚園・保育所・認定こども園で働く保育士等

の居住支援として、家賃・宿舎借上費用を補助します。（公立園に勤務の

場合は個人に交付、民間園に勤務の場合は法人に交付します。） 

 ■月当たり家賃の３／４を補助 上限４２，０００円 

 

(３）保育士等の再就職定着応援金 

保育士資格等を有しながら、現在保育士として勤務していない人の就職

と定着を応援するために、就職後２年および３年を経過した際に、応援金

を交付します。   

■勤務開始後２年経過時に１０万円支給 

３年経過時は、さらに１０万円支給 

 

３ 予 算 額  ９，９７２千円 

（国：１，４８０千円 

県：８４０千円  

基金：７，６５２千円） 

       

 

４ 効  果 

３つの施策を併せて実施することにより、保育士等の人材を安定的に確保

し、待機児童の解消に繋げることができます。 

担当：幼児課 総務係 

係長 礒貝 泰裕 ℡６５－８６０７ 内線８４－３５２２ 
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     市民で支える小学校給食費補助事業  

 

１ 目  的 

  学校給食は、子どもの心身の健全な発達と、食に関する正しい理解と適切 

な判断力を養う上で、学校教育において重要な役割を担っています。 

  引き続き、小学校における学校給食費を全面的に支援することで、次代を 

 担う子どもたちのすこやかな成長を市民全体で支えることとし、加えて、子 

育てにかかる経済的負担を軽減し、安心して子育てができる環境を整備する 

ことにより、少子化対策を推進します。 

 

２ 内  容 

  小学校に在籍する児童の保護者に対し、学校給食費の全額を補助します。 

  ただし、次のいずれかに該当する場合は、補助の対象外です。 

  ①生活保護、就学援助等の認定により、既に学校給食費相当額の給付を受 

けている場合（保護者負担分がある場合は、その額が補助対象） 

  ②在籍する小学校において学校給食の提供を受けていない場合 

  ③学校給食費を滞納している場合 

 

３ 予 算 額  ２４５，９３５千円 

（基金：１２２，９６７千円 一財：１２２，９６８千円） 

       

４ 効  果 

  学校給食を通じて、子どもたちの健康の保持増進や健全な食生活への理解 

促進を図ることができます。 

  また、子育て世帯の市外への流出を防ぐなど、次代を担う若者世帯の定住 

促進への寄与が期待されます。 

担当：すこやか教育推進課 学校給食係 

係長 坂井 奈穂子 ℡６５－８６０６ 内線８４－３５１１ 
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 重層的支援体制整備事業 

１ 目  的 

従来の制度・分野ごとの縦割りの支援体制では、複合化・複雑化する地域

の福祉課題への対応が困難であることから、地区社会福祉協議会（福祉の会）

や地域づくり協議会等、地域福祉の推進を担う様々な機関（多機関）と協働

し、属性を問わない包括的な支援体制を構築します。 

 

２ 内  容 

（１）志でつながる支えあいの地域づくり事業 

市内１５地域にコーディネーターを配置し、“志”でつながったさまざまな

関係団体・関係者が、地域の課題について話し合う場としての「暮らしの支

えあい検討会」を開催するほか、検討した仕組み・事業の実践を進めます。

また、併せて市域全体の様々な課題解決に向けた事業を実施します。 

その中で、まちづくり・農業といった福祉以外の分野との連携にも取り組

みます。 

 

（２）多機関の協働による包括的支援体制構築事業 

育児・介護・しょうがい・貧困・ひきこもり・８０５０問題等の複合化、

複雑化した相談について、さまざまな支援機関や専門家が連携してチームで

対応するための体制を強化します。 

具体的には「相談支援包括化推進員」を設置し、そのコーディネートのも

とで連携会議を開催し、困難な相談にも伴走型の継続的な支援を行いつつ、

居場所や就労といった社会参加へつなげます。また、アウトリーチ支援員を

現在の１名からさらに１名増員し、相談に対して待ちの姿勢ではなく、積極

的に手を差し伸べていくアウトリーチの取組みを進めます。 

 

３ 予 算 額  ２７，０６８千円 

（国：１８，３０１千円 基金：８，７６７千円） 

 

４ 効  果 

本事業により、「だれ一人取り残さない支援のしくみづくり」や「多様なつ

ながりの確保と住民同士の顔の見える関係性の育成」、及び「地域づくり事業

と多機関協働事業・参加支援事業との連携」を推進し、複合化・複雑化した

課題を抱えていても、だれもが住み慣れた地域で、自分らしく暮らし続ける

ことができる地域共生社会の実現につなげます。 

 

 
担当：社会福祉課 地域福祉係・総合相談係 

係長 沢本 勘与 ℡６５－６５３６ 内線８４－４１０６ 

係長 下村 哲也 ℡   〃    内線８４－４１０３ 
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高齢者地域生活支援事業 

 

１ 目  的 

高齢者が抱える日常生活の課題に対し適切な支援を行うことで、住み慣れ

た地域で安心して生活を送ることができるよう生活環境の整備やデジタル機

器の利活用力の向上を図ります。 

 

                                                    

２ 内  容 

■高齢者エアコン設置事業補助金  

熱中症による事故を未然に防ぐため、自宅に使用で  

きるエアコンが１台もない在宅高齢者を対象に、購入 

または修理にかかる費用の一部を補助します。 

 

補助金額  上限 ５０，０００円  

（1 世帯につき 1 回 1 台限り、１家屋に 1 回 1 台限り） 

 

■高齢者スマートフォン講座  

高齢者のデジタルデバイドの解消や、 

スマートフォンアプリ等を活用した健康  

管理・認知症予防等を図ることを目的と 

した講座を実施します。            

        

           

  

３ 予 算 額  ２，５００千円 （一財：２，５００千円） 

       

 

４ 効  果 

 在宅で生活する高齢者の生活環境の整備や暮らしの様々な場面でのＩＣＴ

の利活用を通じて、高齢者が住み慣れた地域で日常生活を継続できることが

期待できます。 

 

担当：高齢福祉介課 高齢企画係 

課長代理 市村 妙子 ℡６５－７７８９ 内線８４－３１３４ 

- 13 -



 

避難支援・見守り支え合い事業 

 

１ 目  的 

災害時に支援を必要とする、ひとり暮らしの高齢者や体が不自由な人などの

「要配慮者」について、地域で支えあいの体制をつくるために進められてきた

「長浜市避難支援・見守り支えあい制度」の取組を、これまで以上に強化・推

進するとともに、身近な自治会組織が主体となった避難支援体制づくりを支援

します。 

 

 

２ 内  容 

 長浜市社会福祉協議会の生活支援コーディネータ

ー等と連携し、「長浜市避難支援・見守り支えあい制

度」の登録者を対象に、災害時における一人ひとりの

行動や注意事項等を記載した「個別避難計画」の作成

を支援します。 

 「個別避難計画」を作成した自治会には、作成数に 

応じて、所定の経費を支払います。 

 

 

３ 予 算 額  １，４６１千円 （一財：１，４６１千円） 

       

 

４ 効  果 

この制度を地域防災・避難支援のためのひとつの手法として利活用いただく

こと、また、日ごろから地域における見守りを行うことを通じて、支えあいの

関係性が築かれ、災害時のスムーズな避難行動につながることが期待できます。 

担当：高齢福祉介護課 高齢企画係 

課長代理 市村 妙子 ℡６５－７７８９ 内線８４－３１４０ 
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認知症高齢者等おでかけあんしん保険事業 

 

１ 目  的 

 認知症のある人やその家族等の不安と負担を軽減し、 

地域で安心して生活できる環境を整えることを目的と 

しています。 

 

 

２ 内  容 

認知症のある人が日常生活における偶然な事故により、他人にけがを負わせ

たり、他人の財物を壊したことなどによって、ご本人やご家族が法律上の損

害賠償責任を負ってしまった場合に、その賠償金を保険で補償するというも

のです。保険料は市が負担します。 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ６４０千円 

（国：２４７千円 県：１２３千円  

その他：１２３千円 一財：１４７千円） 

       

 

４ 効  果 

 保険加入により認知症のある人と家族や地域の人々の安心感となり、外出や

社会参加の促進につながります。 

担当：高齢福祉介護課 地域包括支援係 

   係長 森岡 さとみ  ℡６５－７８４１ 内線８４－３１６０ 
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医療的ケア児等コーディネーター配置事業 

 

１ 目  的 

人工呼吸器を装着しているなど、日常生活を営むために医療を要する状態

にある医療的ケア児等とその家族が地域で安心して暮らせる地域づくりを推

進します。 

 

 

２ 内  容 

医療的ケア児等コーディネーターを配置し、

保健、医療、福祉、子育て、教育等の他分野に

またがる必要なサービスを総合的に調整し、包

括的な支援の提供に繋げるとともに、地域にお

ける課題の整理や地域資源の開発を行います。 

 

■委託事業者：（福）びわこ学園 

■配置事業所：重症児者相談支援センター てくてく 

■そ  の  他：湖北福祉圏域（長浜市・米原市）で実施 

       

 

３ 予 算 額  ２，５６５千円  

（国：１，２８２千円 県：６４１千円 一財：６４２千円）  

 

 

４ 効  果 

専門的職員を配置することで重層的な相談支援が可能となり、本市におけ

るしょうがい福祉の基本理念である『ともに支え、ともに暮らすやさしいま

ち長浜』を実現します。 

 

担当：しょうがい福祉課 しょうがい企画係 

係長 服部 智成 ℡６５－６３７２ 内線８４－４１２９ 
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ながはまチャレンジ＆イノベーション応援事業 

 

１ 目  的 

新事業へとチャレンジする意欲のある市内事業者に対し、新事業展開や商

品・サービスの高付加価値化に繋がる取組を支援することで、市内産業の付

加価値額向上と地域経済の活性化を図ります。 

 

 

２ 内  容 

下記の３つの事業区分に応じ、新規性や市場性、将来  

性が高いと見込まれる取組に対し、製品・サービスの開発

や販路開拓等にかかる費用への支援を行います。 

 

（１）成長産業チャレンジ型 

今後の市場拡大が見込まれる産業分野への事業展開を目指す事業。 

 （補助率２／３、補助上限額２００万円） 

（２）デジタル活用応援型 

  業務効率化を図るためのデジタル技術の導入と、生み出された時間や人

材を活用して新事業展開を取り組む事業。 

  （補助率１／２、補助上限額２００万円） 

（３）地域資源活用型 

   農林水産物や工芸品などの地域資源を活用した事業。 

   （補助率１／２、補助上限額５０万円） 

 

 

３ 予 算 額  １２，０００千円 

          （令和４年度から令和５年度までの債務負担行為）  

 

 

４ 効  果 

商品・サービス等の付加価値の向上や成長分野

への事業拡大への支援により、地域課題の解決や

地域内イノベーションの創出を促し、付加価値額

の向上と地域経済の活性化が期待できます。 

 

担当：商工振興課 工業労政係 

課長代理 稲葉 悦子 ℡６５－８７６６ 内線８４－４２１３ 
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 観音の里・祈りとくらしの文化伝承事業   

 

１ 目  的 

本市では、古くから継承されてきた「祈りとくらしの文化」の価値を改め

て見直すとともに、その魅力を全国へ発信してきましたが、観音様を守り継

ぐ各集落では、高齢化とともに後継者不足や観音堂の老朽化など、文化の継

承が課題となっています。 

このことから、各観音堂の保存状況等の実態を調査し、所蔵者や世話方と

ともに保存や受け入れ体制の検討を進めるとともに、首都圏での観音文化の

発信を通じて、保存伝承に向けた支援者、協力者の更なる獲得を目指し観音

文化の伝承を図ります。 

 

２ 内  容 

〇観音の里・祈りとくらしの文化伝承会議の運営 

所蔵者を中心に構成する文化伝承会議において、市内における各観音堂

や観音像の状況や、保存・受け入れ体制の現状調査を実施し、保存伝承に

向けた検討と観音拝観の受入れ環境の整備を進めます。 

 

〇首都圏における継続的な情報発信 

 継続的に観音文化の保存伝承が可能となる体制の構築を目指し、更なる

支援者、協力者を獲得するため、東京長浜観音堂を期間限定で開設するほ

か、新たに特別講演会を開催するなど、首都圏と長浜の交流の場を増やす

ことで、来場者に長浜への来訪を促します。 

 

３ 予 算 額  １８，７５６千円 （基金：１８，７５６円） 

 

４ 効  果 

観音文化の保存伝承に向けた体制づくりの検討や拝観受入環境の整備を促

進することができるとともに、支援者、協力者を増やすことで継続的な観音

文化の伝承につながります。 

担当：歴史遺産課 歴史まちづくり係 

係長 加藤 浩   ℡６５－６５１０ 内線８４－４２８２ 
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企業立地促進事業 

 

１ 目  的 

自ら製造を行う事業者に対し、市内での工場や試験研究施設の新増設への

支援を行うことにより、市内への企業誘致や市内事業者の事業規模拡大を促

し、本市における地域経済の活性化と雇用機会の増大を図ります。 

  

２ 内  容 

（１）６次産業化施設等立地助成事業 

小谷城スマート IC 周辺の地域産業誘 

導地区に農林水産物の生産・加工・物販 

飲食・試験研究施設（６次産業化施設等） 

を新・増設し、業務を開始する事業者に 

対し、その設備投資にかかる経費の一部 

を助成します。 
▲R4.4 操業開始予定の  

京都グレインシステム (株 )長浜工場 

 （２）工場等用地造成助成事業 

   市内で工場等を新増設する事業者に対し、工場等を建設するための用地

の造成にかかる費用の一部を助成する制度を創設します。 

 

 

３ 予 算 額  ２００，０００千円 （基金：２００，０００千円） 

 

 

４ 効  果 

  ６次産業化施設等立地助成事業においては、出口戦略を持つ企業の進出に

より地域生産者の所得向上や産地化による地域ブランド力の向上が見込めま

す。 

さらには、工場用地の造成に対する支援によって、未利用地の高度利用に

よる税収増加に繋がるとともに、また、新たな工場等が立地することで、地

域経済の活性化と雇用の創出が期待できます。 

担当：農林政策課 農林政策係 

係長 橘 香泉   ℡６５－６５２０ 内線８４－４２２７ 

商工振興課 工業労政係 

課長代理 稲葉 悦子 ℡６５－８７６６ 内線８４－４２１３ 
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女性農業者活躍推進事業 

 

１ 目  的 

  女性農業者は、これからの地域農業の重要な担い手として位置付けられて

おり、女性農業者の活躍は地域農業の活性化および魅力創出につながると考

えられています。 

 本市において、農業に携わる女性の仲間づくりを促進し、農業の魅力を幅

広く発信することにより、女性農業者の存在感を高め、女性農業者が活躍で

きる環境づくりや地域農業の発展につなげます。 

 

 

２ 内  容 

 ①交流会や研修会の実施 

女性農業者間で知識や経験の共有を 

図るための交流会や農業技術・経営の 

向上につながる研修会等を実施し、楽 

しくいきいきとした地域農業や農村づ 

くりをめざします。 

 

 ②農業情報の提供や情報発信     

県や市等における農業情報を会員向 

けに提供するほか、活動内容を市ＨＰ   ▲交流会 

等で広く発信します。 

 

 

３ 予 算 額  １５０千円 （一財：１５０千円） 

 

       

４ 効  果 

農業に携わる女性同士の交流をすすめ農業の魅力を広く発信することによ

り、生産者のネットワーク強化および農業における担い手不足の解消が期待

できます。 

担当：農林政策課 農林政策係 

係長 橘 香泉 ℡６５－６５２０ 内線８４－４２２７ 
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経営継承・発展支援事業 

 

１ 目  的 

農業者の一層の高齢化と減少が急速に進行する中、担い手から経営を継承

し、発展させるための取組を支援することにより、将来にわたって地域の農

地利用等を担う経営体を確保します。 

 

 

 

２ 内  容 

 中心経営体等である先代事業者（個人事業主又は法人の代表者）からその

経営に関する主宰権の移譲を受けた後継者（親子、第三者など先代事業者と

の関係は問わず年齢要件なし）に対し、経営発展に必要な経費（新たな品種

の開発や就業環境の改善など）を 10 分の 10 以内で上限 100 万円まで補助し

ます。 

 

 

 

３ 予 算 額  ２,０００千円 

（その他：１，０００千円 一財：１，０００千円）  

 

 

 

 

４ 効  果 

  担い手から経営を継承し、発展させるための取組を支援することにより、

将来にわたって地域の農地利用等を担う経営体の確保に繋がります。 

担当：農業振興課 農水産振興係 

係長 石居 敏晃 ℡６５－６５２２ 内線８４－３２６９ 
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長浜ファンを増やすふるさと寄附の充実 

 

１ 目  的 

「ふるさと寄附制度」を活用して長浜の魅力のＰＲを行い、全国に長浜フ

ァンを増やします。寄附による市政参画の推進を図るほか、継続的なつなが

りを持つことで、交流人口の増加や将来の移住定住につなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 内  容 

年間を通じたＰＲ活動等を展開し、返礼品提供事業者、地域おこし協力隊

等と連携し、魅力ある返礼品の開発につとめ、長浜の魅力を積極的に発信し

ます。 

 

３ 予 算 額  １４２，８１８千円 （一財：１４２，８１８千円） 

 

４ 効  果 

ふるさと寄附制度を通じて、長浜の魅力を積極的に発信することで、寄附

金額の増加が見込まれ、寄附金充当事業の充実が図れます。 

○事業例 

 

観音文化振興事業補助金     中学校吹奏楽器整備事業 担当：政策デザイン課 ふるさと移住交流室 

係長 茂森 貴洋 ℡６５－６３７１ 内線８４－４４６３ 
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自然と森に親しむ体験交流・保全事業 

 

１ 目  的 

  長浜市における中山間地域の振興に資するため、市内の森林や桜並木、自 

然公園を活用した体験型観光や交流事業を行うため、地域住民と協働して地 

域の活力と創出を目指します。 

  また、令和 4 年度から新たに木育推進事業を実施することにより、地域の 

保育施設や一般公募の親子等に対し、地域資源を活用した木育の機会を提供 

することで、森林や自然への関心や親しみのほか、地域への愛着や誇りを育 

むことを目指します。 

 

２ 内  容 

  （１）森林環境保全業務 

    市内の活力創出のため、奥びわ湖山門 

水源の森を含む森林資源や、地域資源を 

活用し、地域のブランド化と交流人口の 

増加、自然環境教育の推進を行います。 

   

（２）奥びわ湖桜並木保業務 

    奥琵琶湖パークウェイと湖岸には 22㎞に渡り 3,260 本の桜並木が続い 

ています。その内ソメイヨシノが 8 割を占め、その 8 割にテングス病が 

確認されています。これらの桜について保全作業を行います。 

 

３ 予 算 額  ８,８０２千円 （一財：８，８０２千円） 

       

４ 効  果 

  市内の森林資源を活用し、都市住民等を対象として地域の魅力を体験でき

る交流活動を行い、自然資源の魅力についての情報発信を行うことで、森林

への関心を高め、森林環境の保全にもつながります。 

また、木育推進事業を実施することにより、木材・木製品とのふれあいを

経験することにより、森林や自然への関心や親しみを育むことだけでなく、

豊かな人間性や社会性を育むことにもつながることが期待されます。 

担当：森林田園整備課 林業振興係 

係長 木口 英之 ℡６５－６５２６ 内線８４－３２４６ 
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地域おこし協力隊事業 

 

１ 目  的 

  国の制度を活用し、都市部から長浜市へ協力隊を受け入れることにより、

協力隊は、都市部にはない豊かな自然環境の中で、自分が果たしたい夢を実

現するチャンスが得られ、かつ地域にとっては、担い手不足の解消等により、

地域力の維持、強化につながります。その相乗効果により、長浜の活性化を

図ります。 

 

２ 内  容 

  令和４年度は、市内で１４人に、各々のミッションを果たすべく、隊員と

して活動いただきます。 

  ・移住、定住         ２人 

  ・特産品開発         １人 

  ・空き家活用         １人 

  ・シェアリングエコノミー推進 １人 

  ・若者起点の取組支援     １人 

  ・自伐型林業         ４人 

  ・在来種茶業         １人 

  ・事業提案型         ２人 

  ・高校魅力化         １人 

 

３ 予 算 額  ５４,７８３千円 

（一財：５４，７８３千円） 

 

４ 効  果 

  本市の地域おこし協力隊員は、任期満了した１４人中１２人が定着し、高

い定着率となっています。若い隊員が、市内に定着することは効果があり、

それぞれのミッションを地域と協力隊が協力して実施することで、地域の活

性化につながります。 

 

担当：市民活躍課 協働推進係 

係長 北村 直樹 ℡６５－８７１１ 内線８４－４３５２ 

政策デザイン課 ふるさと移住交流室 

係長 茂森 貴洋 ℡６５－６３７１ 内線８４－４４６３ 

北部振興局まちづくり推進課 北部振興係 

係長 草野 聡  ℡８２－５９００ 内線８１－２１６ 
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安全・安心のまちづくり推進事業 

 

１ 目  的 

  市内の交通安全の推進及び地域防犯力等の向上を図るとともに、市民協働

のまちづくりを推進するため、地域づくり協議会が自主的・主体的に取り組

まれる交通安全、犯罪防止など地域課題解決に向けた活動に対する支援事業

として「安全・安心のまちづくり推進事業」を実施します。 

 

２ 内  容 

  地域づくり協議会が実施する交通安全、犯罪防止など安全・安心のまちづ

くり活動に対する支援を交付金制度により行います。 

（１）交付金上限額 

均等割の額に人口割の額を合算して得た額 (交付対象事業期間で通算) 

※均等割：各地区３５０，０００円、人口割：１人あたり１３０円 

（２）事業期間 

令和３年度から令和５年度まで 

 （３）交付対象事業 

   交通安全啓発活動、声かけ・見守り運動活動、防犯カメラ設置事業、 

   防犯パトロール事業、地域防災訓練事業など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １０,０４７千円 （一財：１０，０４７千円） 

       

４ 効  果 

  地域に関わる様々な主体が連携・協力して交通安全、犯罪防止などの地域

課題解決に向けた取組を行うことにより、市民意識を啓発し、交通事故や犯

罪を未然に防ぐ環境づくりを進め、安全で安心なまちづくりを推進します。 

担当：市民活躍課 自治振興係 

係長 山口 隆彦 ℡６５－８７１１ 内線８４－４３４３ 
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太陽光発電システム等設置促進事業 

 

１ 目  的 

  住宅や事業所への太陽光発電システム、定置式蓄電池システム及び家庭用

エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）の設置を促進することにより、市民及

び事業者の環境保全及び省エネ意識を高め、地球温暖化防止並びに再生可能

エネルギーの普及及び自立分散型エネルギー社会の構築を図ります。 

 

２ 内  容 

  従来から補助対象としている太陽光発電システム、定置式蓄電システムに

加え、新たに家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）を追加します。 

（補助金の額） 

（１）太陽光発電システム 【上限６万円】 

    太陽光発電システムを構成する太陽電池モジュールの最大出力に

１キロワット当たり２万円を乗じた額 

（２）定置式蓄電システム 【上限１０万円】 

    蓄電池の蓄電容量に１キロワットアワー当たり２万円を乗じた額 

（３）家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ） 【上限２万円】 

    設置する機器の本体、部材の購入及び設置工事に要する費用の

１/３以内 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ２０，０００千円 

（基金：２０，０００千円） 

       

４ 効  果 

  太陽光発電システムと定置式蓄電システムにより、自立分散型エネルギー

社会の構築が図れるとともに、家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）

により、エネルギー使用状況の「見える化」ができ、無駄なエネルギー消費

に気づくことができ、省エネの意識向上につながります。 

担当：環境保全課企画調整係 

係長 中川 勇人 ℡６５－６５１３ 内線８４－４２６５ 
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田村駅周辺整備事業 

 

１ 目  的 

計画的に南長浜地域の市街化に向けた取り組みを進め、田村駅周辺を人が集

まる交流拠点とするために、駅前広場及び駅に接続する道路の安心・安全で

快適な利便性の高い環境整備を目指します。 

 

２ 内  容 

（１）田村駅東広場等詳細設計業務委託   設計面積 ５,９００㎡ 

（２）田村駅南線（北川）暗渠工事      施工延長 ３４．４ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

長浜市田村町〔田村駅東広場及び駐車場（東口）〕 

 

３ 予 算 額  ８９,１９４千円 

（市債：４９，５００千円 一財：３９，６９４千円） 

      

４ 効  果 

若者や子育て世代をはじめ、高齢者やしょうがい者等が利用しやすい安

心・安全で快適な駅前広場やアクセス道路の整備を行うことにより、人口流

出を止めるダム機能を持つ魅力あるまちづくりにつなげます。 

 

 担当：都市計画課 田村駅周辺整備整備室 

室長 久保田 和宏 ℡６５－６５６２ 内線８４－２２４５ 
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豊公園再整備事業 

 

１ 目  的 

豊公園は、全面供用開始から３０年以上経過したことで、各施設の老朽化

が進み、再整備が急務な課題になるとともに、バリアフリー化をはじめ、市

民や観光客等の多様なニーズに対応していくことが求められています。 

  このため、これらの課題に対応しつつ、自然豊かな憩いの場として、魅力

ある都市公園の再整備を図ります。 

 

２ 内  容 

修景舗装（ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ）１，０００㎡ 修景設備（ベンチ等）1 式 

上下水道施設１式 電気設備工事、電力施設設置・撤去１式、 

園路照明４基等 

 

３ 予 算 額  ６４，２００千円 

（国：３０，０００千円 市債：２８，５００千円 

 一財：５，７００千円） 

       

４ 効  果 

再整備により、中心市街地にある豊公園の魅力を高めることで、市民や観

光客等の公園利用者の増加を図り、新たなにぎわいを創出します。 

担当：都市計画課 都市整備係 

係長 陌間 誠治 ℡６５－６５４１ 内線８４－２２４１ 

豊公園再整備事業 完成イメージ  
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土地区画整理事業 

 

１ 目  的 

市が土地区画整理法に基づく技術援助を行っている室町土地区画整理組合

事業において、組合が、住環境整備と、市が実施すべき都市基盤整備とを総

合的・一体的に進めることにより、健全かつ計画的な市街化の形成と地域の

活性化を目指します。 

 

２ 内  容 

公共施設整備負担金 

   施行地区内整備工事  市道今川室線整備工事２３０ｍ 

２号水路整備工事２４０ｍ 他 

   施行地区外整備工事  長浜新川管理道路整備工事４４０ｍ 他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １９３，０００千円 

（令和４年度から令和６年度までの債務負担行為） 

       

４ 効  果 

商業施設や医療機関・教育機関が隣接する当該地区で、賑わいのある住環境

整備や都市基盤整備を進め、定住人口の拡大及び地域の活性化につなげます。 

担当：都市計画課 都市整備係 

課長代理 川瀬 義典 ℡６５－６５４１ 内線８４－２２０４ 

８ 

市道今川室線整備工事 

２号水路整備工事 長
浜
新
川
管
理
道
路
整
備
工
事 

室町土地区画整理 

施行区域面積 7.1ha 
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木之本宿道路整備事業 

 

１ 目  的 

 木之本宿は長浜市の北部に位置し、北国街道と北国脇往還２つの主要な街

道が交わる交通の要衝であり、多くの人々で賑わう宿場町「北国街道木之本

宿」として栄えた地域で、現在も歴史的町屋が連なる景観などその佇まいを

残しています。 

しかしながら、現状、旧街道は交通量も多いうえ路側部も狭く、冬季は積

雪により通行が阻害されるなど、来訪者の観光導線としても地域住民の生活

導線としても脆弱であることから、観光回遊性の向上及び良好な居住環境を

両立した道路空間を創出します。 

 

２ 内  容 

（１） 市道田部木之本線他 

測量設計委託 

延長 Ｌ＝９１０ｍ 

 

（２） 市道田部木之本線 

道路改良工事 

延長 Ｌ＝２９０ｍ 

 

（３） 物件移転等補償 

道路用地購入 

支障物件の移転補償 

         １４件 

 

３ 予 算 額  ８５，０００千円 

（国：１３，０９０千円 県：３９，６００千円 

市債：９，６００千円 一財：２２，７１０千円） 

 

４ 効  果 

木之本宿周辺には学校施設が集約しており通学路の安全性の向上が期待で

きます。また、歴史的な町並みに調和した道路の修景整備や歩行区間の整備

が進むことで、観光回遊性の向上が図れます。 

 

担当：北部振興局 建設課 整備係 

係長 安済 章博 ℡８２－５９０４ 内線８１－２４１ 
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(仮称)神田スマートインターチェンジ整備事業 

 

１ 目  的 

地域と地域をつなぐ大動脈である高速道路の有 

効活用を進め、ヒトとモノの新たな交流と地域の

活性化を図るため、（仮称）神田スマートインター

チェンジの設置を目指します。 

 

  

 

写真（神田ＰＡより市街地を望む） 

２ 内  容 

（１）実施計画書等作成委託 

実施計画書作成 1.０式 

連結許可申請書作成 １.０式 

 

（２）土質調査委託 

     土質ボーリング Ｎ＝２カ所 

電気探査 Ｌ＝３００ｍ 

 

 

３ 予 算 額  ２９,０００千円 （一財：２９，０００千円） 

 

       

４ 効  果 

 スマートインターチェンジの整備による地域の活性化及び京阪神・中京圏

等へのアクセスの向上が図れます。また、通行車両の分散による渋滞緩和及

び大規模災害時の緊急輸送路としての代替機能の強化が図れます。 

担当：道路河川課 整備計画第二係 

係長 野村 国男 ℡６５－６５３１ 内線８４－２２７５ 
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大戌亥山階線整備事業 

 

１ 目  的 

都市計画道路大戌亥山階線は、全体計画延長２，６６０ｍ、幅員１６ｍの

都市計画道路です。令和元年度に事業認可を受けた市道八条高田線から市道

石田宮司線までの延長６６０ｍを整備し、アクセスの向上を図るとともに、

通学路交通安全プログラムに基づく安心・安全な歩行空間の確保を図ります。 

 

 
 

２ 内  容 

 （１）街路用地購入 ５筆 

（２）物件移転等補償（建物・工作物）５件 

（３）公共施設管理者負担金 １式 

 

３ 予 算 額  １１０，５６８千円 

（国：５２，４５７千円 市債：４７，２００千円 

 一財：１０，９１１千円） 

       

４ 効  果 

  幹線市道を結ぶ新たな交通網の形成により、交通の円滑化が図れるととも

に、歩道整備による通学路の安全対策が図れます。 

担当：道路河川課 整備計画第一係 

課長代理 山﨑 清 ℡６５－６５３２ 内線８４－２２８６ 
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地福寺神照線整備事業 

 

１ 目  的 

都市計画道路地福寺神照線は、全体計画延長２，５６０ｍ、幅員１６ｍの

都市計画道路で、その内１，３１０ｍは整備済となっています。平成２９年

度に事業認可を受けた県道間田長浜線（駅前通り）から市道南田附神前線ま

での延長３３８ｍを整備し、市の防災拠点である市役所庁舎への円滑な交通

動線の確保及びアクセス向上を図るとともに、通学路交通安全プログラムに

基づく安心・安全な歩行空間の確保を図ります。 

 

 

２ 内  容 

 （１）道路改良工事（下水道管移設含む） 延長 Ｌ＝１２０ｍ（繰越事業） 

（２）区画整理周辺整備工事 １式 

（３）物件移転等補償（建物・工作物）２件、水道管移設補償 １式 

 

３ 予 算 額  １６９，０６８千円 

（国：２５，３９８千円 市債：２２，８００千円 

 基金：１７，０００円 一財：１０３，８７０千円） 

       

４ 効  果 

 市役所庁舎へ連絡する既設市道の拡幅整備により、防災上の強化や交通の

円滑化が図れるとともに、歩道整備による通学路の安全対策が図れます。 

担当：道路河川課 整備計画第一係 

課長代理 山﨑 清 ℡６５－６５３２ 内線８４－２２８６ 
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担当：北部振興局 まちづくり推進課 観光まちづくり係 

   係長 木口有希子  ℡８２－５９００ 内線８１－２２０ 

北部振興局 まちづくり推進課 北部振興係 

係長 草野 聡   ℡８２－５９００ 内線８１－２１６ 

北部地域の魅力発信事業 

 

１ 目  的 

人口減少や過疎化の進行が顕著である市北部地域において、地域住民が主

体となった地域の魅力づくりとその情報発信を支援することにより、地域の

継続的な活性化を図ります。 

 

２ 内  容 

（１）奥琵琶湖魅力創出事業 

地域住民が主体となって、西浅井 

地域の景観や歴史、自然、特産品等 

の地域の魅力を再発見し、その情報 

を地域内外へ発信することで、地域 

住民と観光客の交流の場を広げ、「住 

みたい・住み続けたい・訪れたい」 

と思われるまちづくりを目指します。 

 

 （２）魅力ある郷土づくりプロジェクト 

    地元に愛され、多くの観光客が訪れている余呉湖周辺のあじさい園の

整備や菅並地域の茶畑の再生に向けて、地域住民が主体となって保全活

動に取り組むほか、奥びわ湖の美しい自然景観を活かした事業に取り組

み、魅力的な観光資源として誘客を図ることで交流人口の拡大と移住定

住促進を図ります。 

 

３ 予 算 額  ３，２０４千円 （県：１，５００千円 一財：１，７０４千円） 

 

４ 効  果 

住民が主体となった地域づくりの取組が定着するとともに、観光客、交流

人口が増加することで、持続可能な北部地域の活性化を推進していくことが

できます。 
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地域整備及び地域振興事業 

１ 目  的 

  丹生ダム水源地域やその周辺地域は、丹生ダム建設を前提とした地域整備

や地域振興事業が実施されていました。しかし、平成２８年度７月に事業が

中止となったことにより、当該地域の社会資本等の整備の遅れや、水源地域

の荒廃、過疎化の進行等の課題を解決するための新たな施策の実施が必要と

なっています。そのため、丹生ダム対策委員会、市、水資源機構、国、県の

関係五者で定めた「丹生ダム建設事業の中止に伴う地域整備実施計画」に基

づき、市が担う社会資本整備事業を進めるとともに、地域が主体となって取

り組む新たな地域振興事業に対し支援を行います。 

 

２ 内  容 

 （１）社会資本整備事業（令和４年度） 

  〇上丹生消雪施設整備（市道西村線他） 

    取水施設整備 １か所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）地域振興事業 

    地域が主体となって取り組む持続可能な地域振興事業や、生活関連施

設の整備に対し支援を行います。 

 

３ 予 算 額  ６３，６００千円 

（国：２５，８６０千円 県：３４，７３９千円 

 基金：１，５０１千円 その他１，５００千円） 

４ 効  果 

  市道をはじめとした社会資本の整備や、地域振興事業に対し支援を行うこ

とにより、地域住民が安心して生活でき、持続可能で個性ある地域の取り組

みを育成することができます。 

担当：建設課 丹生ダム対策室 丹生ダム対策係 

室長 田中 和寛 ℡８２－５９０４ 内線８１－２４６ 
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らくらく窓口証明書交付サービスの導入 

 

１ 目  的 

 住民票の写し等各種証明書を取得する際の利便性を高め、窓口の混雑緩和

につながるコンビニ交付サービスを市民に広く活用していただくことを目指

し、市役所支所窓口でのマイナンバーカードを使用した証明書交付サービス

を通じてコンビニサービスの利用方法の周知を進めるとともに、マイナンバ

ーカードの取得を促進します。 

 

２ 内  容 

 マイナンバーカードを使ってコンビニ交付サービスと同様の端末操作で証

明書の交付申請ができる「らくらく窓口証明書交付サービス」を全支所に導

入します。 

 ※本庁及び北部振興局は多機能端末を設置済み 

 

３ 予 算 額  ５，０４０千円 （基金：５，０４０千円） 

 

４ 効  果 

  窓口で申請書類に記入する申請者の手間を省き、マイナンバーカードでの

本人確認等窓口業務の効率化につながります。 

また、コンビニ交付サービスの申請手続きを市役所窓口で体験されること

により、コンビニ交付サービスの利用者が増え、各種証明書を取得される市

民の利便性の向上及び窓口の混雑緩和につながります。 

 

 

担当：市民課 総務係 

係長 井益 加代 ℡６５－６５１１ 内線８４－３１０８ 
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施設利用予約のオンライン化 

 

１ 目  的 

  公共施設の空き状況検索、利用予約をスマートフォンやパソコンから、い

つでも、どこでもオンラインで行うことができるシステムを整備し、施設に

出向くなどといった予約申込に係る負担を軽減し、利用者の利便性を高める

とともに、管理者側においても効率的に対応できる環境を整備します。 

 

２ 内  容 

  オンラインによる施設の利用予約等が可能となるシステムを導入します。 

  【導入予定施設】 

   〇スポーツ施設（３５施設） 

   〇文化施設（９施設） 

   〇まちづくりセンター等（２２施設） 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １６，５００千円 （基金：１６，５００千円） 

        ４７，０００千円 

（令和５年度から令和９年度までの債務負担行為） 

 

４ 効  果 

  施設へ来館、来場することなく施設の空き状況確認、利用予約が行えるこ

とで、利用者の利便性向上と管理事務の省力化が図れます。また、接触の機

会を減らすことができ、安心・安全な施設利用に繋げることができます。 

  

     

 担当：スポーツ振興課 スポーツ振興係 

課長代理 田中 正晴 ℡６５－８７８７ 内線８４－４３１６ 
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呼出機能付き番号発券システムの導入 

 

１ 目  的 

市役所の中でも来庁者の多い市民課、税務課、保険年金課に、共通の番号案

内表示システムを設置することで、複数の手続きの待ち時間を短縮し、スムー

ズな窓口対応を行います。 

  また、混雑状況のホームページ掲載やスマホへの呼出し通知を行うことに

より、混雑の少ない窓口を目指します。 

 

 

２ 内  容 

市民課、税務課、保険年金課に共通で、3 つの便利な機能を搭載した番号発

券システムを導入します。 

（１）発券した順番に、次の課でもお呼び出し 

（２）窓口の混雑状況をホームページ上にリアルタイムに表示 

（３）スマホ等に呼出しメールを配信 

 

 

３ 予 算 額  ８６７千円 （基金：８６７千円） 

 

 

 

 

 

４ 効  果 

  窓口の混雑状況を事前に確認でき、待合いの混雑を緩和できます。 

  また、来庁者は待合いで待機する必要がなく、順番が来るまで他の用事を

済ますことができ、より短い待ち時間で手続きが行えます。 

 

 

担当：市民課 住基係 

   係長 岡田 千代美 ℡６５－６５１１ 内線８４－３１０６ 
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訪問支援システム端末の導入 

 

１ 目  的 

  生活保護世帯の生活状況を把握するため、状況に応じてケースワーカーが

訪問面談をして、世帯の近況や困りごとなどの聴き取りや、連絡事項を伝達

するなど、支援にあたっています。 

この面談時における連絡事項や聴き取った内容の記録を電子化することに

より、確実かつ迅速に対応ができるようにします。 

 

２ 内  容 

  訪問・面談時の情報の持ち出し時や持ち帰り時において、正確かつ安全に

個人情報を扱えるよう、既存のシステムと連携した運用が可能な訪問用タブ

レット端末を導入します。 

  ■訪問世帯の確認や、聴き取り事項や周知内容の整理など、事前準備の効

率化が図れます。 

  ■収集した個人情報は、ノートなどの紙媒体ではなくタブレットを使って

記録し、パスワードによる閲覧制限機能や暗号化機能により的確に保護

します。 

   

３ 予 算 額  １,０６４千円 

（基金：８１０千円 一財：２５４千円） 

       

４ 効  果 

訪問・面談時における個人情報管理の強

化が図れます。また、正確かつ確実に必要

事項の連絡や聴き取りが行えることにより、

面談や支援の質の向上が図れます。 

 

 

担当：社会福祉課 生活福祉第２係 

係長 布施 智 ℡６５－６５１９ 内線８４－４１１１ 
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多面的機能支払交付金事業の民間委託 

 

１ 目  的 

  農村地域の過疎化、高齢化、離農等の進行により、地域の共同活動で支え

られている多面的機能の発揮に支障が生じ、農用地、水路、農道等の地域資

源の保全管理に対する担い手農家の負担増加も懸念されています。 

このような中で、交付金事業を民間に委託することにより、各取組組織に

おいて、専門的な知識を有した者の指導や相談が受けられ、適切な事業の推

進と継続した活動の促進を図ります。 

 

２ 内  容 

  各取組組織における計画策定や手続きの指導、申請確認、状況確認等を行

い、また専門的な指導、支援により農業施設（農用地・水路・農道等）の適

正管理、長寿命化を図ります。 

 

（１）事業の計画策定（活動組織の作成する事

業計画を審査ならびに指導） 

（２）広域協定の認定（広域活動組織の作成す

る協定を審査ならびに指導） 

（３）実施状況確認（交付金の交付対象となる

活動組織の活動の実施状況を確認） 

（４）推進、指導（活動組織への説明会、活動

に関する指導・助言、活動組織の事務手

続きの支援、活動内容を高度化するため

の技術支援） 

（５）申請事務（活動組織から提出された申請  

書類等の審査） 

 

３ 予 算 額  ２９,０００千円 

（国：４５６千円 一財：２８，５４４千円） 

 

４ 効  果 

農村地域の過疎化、高齢化、離農等が進行していく中で、当該交付金を活

用して地域資源の保全管理が効率的に図れます。各取組組織においては、よ

り専門的な指導等が受けられることにより、継続した活動が期待されるとと

もに農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮が図れます。 

 担当：森林田園整備課 保全管理係 

係長 米田 豊彦 ℡６５－６５２６ 内線８４－３２９９ 
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市営住宅維持管理業務の民間委託 

 

１ 目  的 

  専門的な見地を持つ民間事業者のノウハウを活用し、市営住宅等の維持管

理業務を一体的に委託することにより、入居者のサービスの向上及び効率的

な管理を図ります。 

 

２ 内  容 

市営住宅における各種保守点検業務等をはじめ、施設の修繕業務・環境整

備業務の実施、電話及び窓口対応の業務について、令和５年度から一体的に

民間委託を行うこととし、これに向け、令和４年度に、事業者の選定及び業

務内容の調整等を進めます。 

① 各種保守点検業務 

② 修繕業務 

③ 空き家敷地内の除草業務 

④ その他維持管理業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ２４千円 （一財：２４千円） 

３０４，０００千円 

          （令和４年度から令和７年度までの債務負担行為） 

       

４ 効  果 

① 民間事業者のノウハウを活用し、安定的で質の高いサービスを提供でき 

ます。 

② 専門的な見地を持つ事業者に一体的に委託することで、効率的な管理を  

行うことができます。 

 

 担当：住宅課 計画・監理係 係長 上野 陽平 

住宅管理係  係長 中川 徹 

℡６５－６５３３ 内線８４－２２１５ 

- 41 -



持続可能な開発目標（SDGs）とは 
SDGsは、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略で、2015年 の国連サミットにおい

て採択された、2030 年までの国際目標のことです。 

17 のゴールと 169のターゲットから構成されており、企業や自治体、教育機関や市民社会、そして一人ひとり

に至るまで、全ての人の行動が求められ、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指しています。 

本市においても SDGs の理念に沿った地方創生の推進に向け、将来のビジョンづくり、多様なステークホルダ

ー（関係者）の連携、横断的な体制づくりにより、官民、組織、世代、地域、ジェンダーなどあらゆる分野を越

えて、経済・社会及び環境の統合的向上を目指す「自律的好循環」の形成を進めます。 

 

持続可能な開発目標（SDGs）の詳細 

 

 

 

 

 

目標 1 ［貧困］ 

あらゆる場所あらゆる形態の貧困を終わらせる 

目標 3 ［保健］ 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を

確保し、福祉を促進する 

目標 2 ［飢餓］ 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養の改善

を実現し、持続可能な農業を促進する 

目標 4 ［教育］ 

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を

確保し、生涯学習の機会を促進する 

目標 7 ［エネルギー］ 

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能

な近代的なｴﾈﾙｷﾞｰへのｱｸｾｽを確保する 

目標 5 ［ジェンダー］ 

ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ平等を達成し、すべての女性及び女児の

ｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄを行う 

目標 9 ［ｲﾝﾌﾗ、産業化、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ］ 

強靭（ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ）なｲﾝﾌﾗ構築、包摂的かつ持続可

能な産業化の促進及びｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの推進を図る 

目標 11 ［持続可能な都市］ 

包摂的で安全かつ強靭（ﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ）で持続可能な

都市及び人間居住を実現する 

目標 15 ［陸上資源］ 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推

進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処なら

びに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の

損失を阻止する 

目標 13 ［気候変動］ 

気候変動及びその影響を軽減するための緊急対

策を講じる 

目標 17 ［実施手段］ 

持続可能な開発のための実施手段を強化し、ｸﾞﾛ

ｰﾊﾞﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟを活性化する 

目標 6 ［水・衛生］ 

すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可

能な管理を確保する 

目標 8 ［経済成長と雇用］ 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての

人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある

人間らしい雇用（ﾃﾞｨｰｾﾝﾄ･ﾜｰｸ）を促進する 

目標 12 ［持続可能な消費と生産］ 

持続可能な消費生産形態を確保する 

目標 10 ［不平等］ 

国内及び各国家間の不平等を是正する 

目標 14 ［海洋資源］ 

持続可能な開発のために、海洋・海洋資源を保全

し、持続可能な形で利用する 

目標 16 ［平和］ 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を

促進し、すべての人々に司法へのｱｸｾｽを提供し、

あらゆるﾚﾍﾞﾙにおいて効果的で説明責任のある

包摂的な制度を構築する 

※引用 外務省 HP（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_pamphlet.pdf） 


